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［令和6年度姫路市地域包括支援センター適正運営評価］

・地域住民が通える距離に集いの場がある。
・介護が必要になっても、集いの場への参加を継続できる。
・地域包括支援センターが介護サービスの相談窓口のみならず、高齢者分野の総合相談窓口として地
域住民に周知される。

【センターが所在する地域の特徴・特性】

花田校区は人口９，２２４人高齢化率２４．２％。谷外校区は人口６，２６９人高齢化率２６．０％。谷内校
区は人口１，７７５人高齢化率４５．３％。（令和６年６月末現在）
花田校区や谷外校区は、若い世代が増え全体の人口が増えている。高齢化率が10％台の地区と、４
0％を超えている地区が混在している。一方谷内校区は、毎年人口は減少しており、全地区の高齢化率
が45％を超えている。
花田校区と谷外校区の一部は商業施設が充実しているが、谷内校区は商業施設や医療機関が全くな
い。
駅までは遠く移動手段はバスか車。バス停までの距離が遠く利用が難しい人も多く、車の運転ができな
くなると生活に大きな影響がある。
通いの場が複数あり活動が盛んな地区と、担い手がなく活動がほとんどない地区との差が広がってい
る。

【特に力を入れている点・アピールしたい点】

いきいき百歳体操や認知症サロンだけでなく、憩いの家やいきいき茶話会、ふれあい給食など、地域住
民が集う場へは積極的に出向き、地域包括支援センターの周知や啓発活動、困りごとの把握などに努
めている。
いきいき百歳体操での出前講座や、各公民館での介護予防教室を通して、他分野の専門職とも協同し
ながら、地域住民へ介護予防の大切さを啓発している。
連合自治会や民生委員定例会にも参加し、地域包括支援センターの周知や、地域での支えあいの大切
さについて啓発し、顔の見える関係つくりに努めている。
広報誌を圏域内の医療機関や金融機関、商業施設へ設置や従業員での回覧を依頼し、認知症の方へ
の対応や相談窓口として地域包括支援センターについて啓発を行っている。

【令和5年度末の担当圏域の目指す姿】

特定非営利活動法人　はりま総合福祉評価センター



【第三者評価で確認した特徴的な取り組み、工夫点】

【評価結果に対する地域包括支援センターのコメント】
包括事業所内に地域包括支援センターの業務内容の掲示を行い、来訪者へ総合相談窓口であることを認識しても
らえるように改善したいと思います。また、ハザードマップの掲示も行い、災害時に迅速な対応ができるよう、普段か
ら職員が意識できる環境を作ります。
地域ささえあい会議や認知症サポーター養成講座等の開催、いきいき百歳体操や認知症サロンがより充実し、地
域住民が住み慣れた場で安心して暮らせる地域作りに努めていきたいと思います。

【市民(住民)からの意見やコメント】
○受付や対応が更に良くなるよう、受付付近に総合相談の事例（相談項目）などの掲示が期待されま
す。
〇年４回発行の広報誌には、地域包括支援センターは「介護・福祉の総合相談窓口」であることを記載さ
れていますが、多様な困りごとも相談できる総合相談窓口として、地域住民に広く認識されることが期待
されます。また、広報誌に困りごとの相談事例などを掲載していくことが期待されます。

評価調査者名 寺岡　芳孝　　伊山　真佐子　　高原　洋一

○「地域リハビリテーション活動支援事業」では、必要な所に内容に応じた専門職を派遣されています。
また、地域貢献活動に登録をされている理学療法士などがボランティアで講演や指導に参加されていま
す。
○「在宅医療・介護の連携体制推進事業」では、病院から介護保険申請の相談や担当依頼があり、患
者の状態によっては居宅介護支援事業所に繋がれています。地域の介護支援専門員から往診医や訪
問薬剤師の問い合わせや相談もあり、情報提供として「地域資源の一覧冊子」を配布されています。
○花田校区の民生委員の会合で「認知症ケアパス」を紹介されるとともに、民生委員から認知症につい
ての研修をしてほしいと依頼もあり、研修の時は「認知症ケアパス」よりも深い内容をパワーポイントで作
成して研修が行われています。

【第三者評価で確認した次のステップに向けた気づきや取り組みを期待したい点】
○ 「地域支えあい会議」や「生活支援体制整備事業」を活用して、地域の課題を把握し、社会資源の開
拓や地域で支えていく取り組みの充実が期待されます。
〇認知症にやさしい地域づくりに向けて、「認知症サポーター養成講座」が、今期１会場で開催されまし
たが、今後も、地域団体や関係機関、学校などとの連携により、活躍できる機会の充実に期待されま
す。また、「あんしんサポーター」や「認知症サポーター」の養成促進に取り組まれ、高齢になって介護が
必要になっても、認知症になっても、住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせる取り組みが期待され
ます。
〇「認知症サロン」が1校区２会場で開催されていますが、今後は、各校区で行えるように自治会や関係
事業所と連携した取り組みが期待されます。

地域包括支援センター適正運営評価　評価意見書（総評）

センター名称 姫路市花田・城山地域包括支援センター

実地調査日時 2024年10月31日

特定非営利活動法人　はりま総合福祉評価センター



令和6年度姫路市地域包括支援センター適正運営評価調査票

取り組みの
状況

現在課題と
感じているこ

と

目標達成の
ための今後
の取り組み

評価で確認
した特徴的
な取り組み
や工夫点

次のステッ
プに向けた
気づきや期
待したい点

評価項目・着眼点

地域包括支援センターの体制確保

（基本的な考え方）
地域包括支援センターは地域包括ケアシステムのコーディネーターとして、高齢者
分野の困りごとを地域で受け止める役割を果たすものであり、地域包括支援セン
ターが、介護サービスの相談先以外の役割として地域で認識されることが必要で
す。

②
専門性を生かした地域包括支援センターの運営

専門知識、対応力を備えたセンターのスタッフの確保と人材育成を図る。

③
地域包括支援センターの業務の効率化に向けた取り組み

オンラインミーティングをはじめとする業務のICT環境の整備やや事業の整理・
統合など、業務の効率化に向けた取り組み

①
地域包括支援センターの周知

地域包括支援センターが、介護サービスの相談先以外の役割を持っていること
を地域で認識されるようになる。

①各校区の連合自治会定例会や民生委員定例会に出席し、地域包括支援
センターの役割について説明を行っている。年４回広報誌を発行し、地域住
民への回覧や、金融機関や医療機関等への設置を行い、地域包括支援セン
ターについて啓発を行う。
②包括内での情報共有を密に行い、新規相談はできる限り複数の職員・職
種で関わるように、職員に対し、対応力の育成と負担軽減を図っている。
③リモート会議に対応できる環境になっている。

・地域の通いの場に参加されている方で、地域包括支援センター職員の顔は
分かっていても、何か困りごとがあった際に相談できる場所として認識されて
いないことがある。
・新規相談が立て続けに入ってきた際に、複数の職員で対応することが難し
いことや、各職員の負担が極端に増えることがある。

・自治会や民生委員定例会や地域の集いに積極的に参加したり、定期的な
広報誌の発行を継続し、地域包括支援センターの役割についての周知に努
める。
・各職員の経験年数により対応力にも差が出てくるが、複数で関わり連携を
密にしていくことで、１人１人の職員の対応力を高める。

評
　
価
　
調
　
査
　
者
　
記
　
入
　
欄

毎朝の朝礼や定期的なカンファレンスで事例検討や情報共有を行い、専門知識や
対応力の向上に努めておられます。リモートでの研修や会議に参加されるなど業務
効率化にも取り組まれています。連合自治会には年度初めの総会に参加して、民
生委員の定例会は年3回程度は参加されています。BCP（業務継続計画）はガイド
ライン・ひな形で作成され、安否確認者リストはファイルにして保管されています。年
４回広報誌を発行し、地域住民への回覧や、金融機関や医療機関などへの設置を
行い、地域包括支援センターについて啓発に取り組まれています。

事業所内はリモート会議に対応できる環境が整い、研修やリハビリ会議にリモート
で参加されていますが、自宅でもリモートができる環境を整えるなど、更なるICT化
が期待されます。年４回発行の広報誌には、地域包括支援センターは介護・福祉の
総合相談窓口であることを記載されていますが、困りごとを相談できる総合相談窓
口として地域住民に広く認識されることが期待されます。BCP（業務継続計画）が義
務化されていますが、事業所にハザードマップや避難所などのエリアマップを掲示
し、災害発生時にスムーズに状況把握や情報共有・活動ができる体制の整備が期
待されます。

セ
　
ン
　
タ
　
ー
　
記
　
入
　
欄

特定非営利活動法人　はりま総合福祉評価センター



令和6年度姫路市地域包括支援センター適正運営評価調査票

取り組みの
状況

現在課題と
感じているこ

と

目標達成の
ための今後
の取り組み

評価で確認
した特徴的
な取り組み
や工夫点

次のステッ
プに向けた
気づきや期
待したい点

基本目標1：生きがいを感じながら暮らすための支援の充実

介護予防に関する認識の変革

介護予防への意識が高くない高齢者を通いの場に誘導するとともに、フレイル
等で通いの場への参加が中断することを予防するための取り組みを充実させ
る。

評
　
価
　
調
　
査
　
者
　
記
　
入
　
欄

心と体の健康づくりのための「介護予防教室」を各校区の公民館でそれぞれ年４
回開催され、薬剤師や理学療法士などの専門職に依頼して、テーマに沿った講演
や指導をしていただき、介護予防の大切さを啓発されています。
「いきいき百歳体操」参加促進の広報活動を積極的に行い、いきいき百歳体操ポ
イント制度利用支援にも尽力され、参加者を増やすことができています。フレイル
チェックは各校区の集まりの場で年１回行われています。DASC-21は、今年度か
ら「きずきチェックリスト」に変更となり、年1回行われています。

自治会や民生委員、老人クラブなどと情報共有や連携を行い、介護予防の
必要性は高いが通いの場へ参加ができない高齢者の把握やアプローチが
期待されます。また、圏域での「あんしんサポーター」の登録は10人程おら
れますが、活動されている方は少なく、マッチングが難しい状況がうかがえ
ます。今後は、「あんしんサポーター」の周知や活躍の場を増やしていくこと
が期待されます。

評価項目・着眼点

セ
　
ン
　
タ
　
ー
　
記
　
入
　
欄

①いきいき百歳体操グループへは看護師、認知症サロンヘは認知症担当
を中心に、それぞれ定期的に訪問し、世話係の話を聞いて必要なところは
支援を行いながら、活動を継続していけるように支援している。
各校区の公民館で介護予防教室を開催し、フレイル予防や健康作りについ
て等の講座を行っている。
②民生委員や老人クラブとの情報共有を密にし、介護予防の大切さを伝え
たり、通いの場への参加を働きかけている。

・全体的にはいきいき百歳体操の参加人数は増加しているが、長年参加し
ていた人が移動手段の問題で参加を中断してしまうことがある。
・いきいき百歳体操は、世話係の担い手不足で継続が難しくなってくること
が考えられる。
・地域の通いの場や介護予防教室に参加される方へは周知する機会があ
るが、その必要性があっても出てこない方の把握は難しい。

・高齢になっても通いの場への参加を継続することの大切さを啓発してい
く。活動の継続が大変になってきているグループがあれば、あんしんサポー
ターの活用等での支援を検討していく。
・世話係の世代交代が円滑にできるよう、参加者との関係作りに務め、必要
な支援を考えていく。
・民生委員や自治会、老人クラブ等との連携を図り、介護予防への意識が
高くない高齢者の把握に努める。

（基本的な考え方）
人生１００年時代、介護予防に努め、いつまでも自分らしく、生き生きと暮らすことが大切で
す。そのために、身近な地域活動への参加を増やし、継続することが必要となります。その
生活スタイルを周知するとともに、地域活動の場へ通い続けることができる環境づくり、地
域で役割をもって暮らすための地域づくりに取り組みます。

①
85歳以上の高齢者に対し、「通いの場」である「いきいき百歳体操」と「認知症
サロン」への参加促進を行い、フレイル予防につなげる。
市民向け講座などでフレイル予防に関する啓発・周知を進めフレイルの危険因
子を持つ人等を早期に発見する取り組みを進める。

②

高齢者が通える場があるまちづくり

特定非営利活動法人　はりま総合福祉評価センター



令和6年度姫路市地域包括支援センター適正運営評価調査票

取り組みの
状況

現在課題と
感じているこ

と

目標達成の
ための今後
の取り組み

評価で確認
した特徴的
な取り組み
や工夫点

次のステッ
プに向けた
気づきや期
待したい点

②

①
地域包括支援センターの専門性を活かした相談機能を強化する。

地域共生社会の実現に向け他分野との連携を強化する。

評
　
価
　
調
　
査
　
者
　
記
　
入
　
欄

本人や家族からの相談だけではなく、民生委員や近隣の方からの相談や連
絡もあり、ケースによっては保健センターや関係機関と連携して対応をされ
ています。障害サービスから介護保険サービスへの移行もスムーズに行え
る体制ができています。時間外受付は転送電話に設定して、2人で当番制で
対応していましたが、留守番電話で緊急連絡先を伝える方法に変更されまし
た。「いきいき百歳体操」や「ふれあいサロン」で消費者被害防止啓発のチラ
シを配ったり、DVDや寸劇などで啓発活動が行われています。

複合的な課題を持つ利用者や家族が増えています。地域包括支援センター
の専門性を活かし、他分野との連携を強化して、さらなる相談機能の強化が
期待されます。

世代や分野を超えた地域のつながりの構築

評価項目・着眼点

基本目標２：困りごとを地域全体で受け止める体制の構築

地域包括支援センターの相談機能強化

セ
　
ン
　
タ
　
ー
　
記
　
入
　
欄

①職員それぞれの専門性を活かしながら、包括としてチームで対応していけ
るように、外部研修への積極的な参加や、包括内での共有を密にしている。
②高齢者の相談で訪問した際に、若年家族がおり支援の必要性がある場合
には、保健センターやひめりんく等、他分野の相談窓口へ繋げている。
圏域内の障害福祉サービス事業所のイベントに参加するなど、連携に努め
ている。

地域から包括へ、高齢者ではないが心配しているという相談が入ることも多
いが、本人や家族の希望がないとどこの支援機関にもつなげることが難し
く、対応に苦慮することがある。

・常に包括というチームで対応している認識を持ち、それぞれの専門的な視
点から意見を出し合える関係つくりに努める。
・他分野の関係機関との研修などには積極的に参加する。
・近くの関係機関とは普段から交流の機会をもち、お互いに相談しやすい関
係つくりに努める。

（基本的な考え方）
日常生活圏域単位に市民に身近な場所への地域包括支援センターの設置を継続
し、地域の高齢者、その介護者の生活スタイルに対応できる相談体制の強化を行
います。困りごとを抱える高齢者やその家族への支援を行う中で、地域共生社会の
実現に向けて、他との連携を進めていきます。

特定非営利活動法人　はりま総合福祉評価センター



令和6年度姫路市地域包括支援センター適正運営評価調査票

取り組みの
状況

現在課題と
感じているこ

と

目標達成の
ための今後
の取り組み

評価で確認
した特徴的
な取り組み
や工夫点

次のステッ
プに向けた
気づきや期
待したい点

①

多様なサービスの活用

地域の通いの場や多様な主体で展開される介護予防生活支援サービス、在宅
医療・介護の連携体制及び認知症高齢者等への支援に係るサービス(地域支
援事業)を効果的に活用する。

②

地域活動への住民参加や支援体制整備のための取り組み

地域ケア会議推進事業、生活支援体制整備事業、通いの場の充実、認知症の
人への支援などの取り組みを通して地域の支援体制の充実を図っていく。

③

評
　
価
　
調
　
査
　
者
　
記
　
入
　
欄

「ふれあいサロン」や「いきいき百歳体操」の場を利用して、消費者被害やフ
レイル予防などの出前講座を行い、啓発活動や介護予防の大切さを伝えら
れています。また、「生活支援体制検討会議」を今年度は、谷内・谷外校区で
各１回開催されました。「スマートフォンの操作がわからない」との意見があ
り、12月に中学生とスマートフォンの交流会を行うことになりました。

「地域支えあい会議」や「生活支援体制整備事業」を活用して、地域の課題
を把握して、社会資源の開拓や地域で支えていく取り組みが期待されます。

地域社会資源の開発とネットワークのための取り組み

高齢者が地域で暮らし続けるための社会資源を開拓していくとともに社会資源
との連携が出来るようになる。

セ
　
ン
　
タ
　
ー
　
記
　
入
　
欄

①通いの場や介護予防教室等で、栄養士や薬剤師などの話を聞く機会をつ
くり、他分野と協同して地域住民へ介護予防の大切さを伝えている。
広報誌や通いの場であんしんサポーターについての啓発を行っている。
②社会福祉協議会や準基幹地域包括支援センターと連携し、各校区で生活
支援体制検討会議を開催している。
③校区によって交通手段や社会資源の量に大きな差があり、必要な資源に
ついて、自治会や民生委員等と情報を共有している。

・あんしんサポーターの活動実績が少ない。実際に希望があっても、対応で
きるサポーターが見つからないこともある。
・山間部の地域において、生活支援体制検討会議で必要な社会資源につい
ての意見が出ても、担い手の問題などで実現には至っていない。

・あんしんサポーターの活躍の場を増やしていけるように、地域住民やケア
マネジャーへ啓発を行う。
・必要な社会資源についての話し合いや、その実現に向けての相談を継続
する。

評価項目・着眼点

基本目標3：地域で暮らし続けるための支援の充実

虚弱・軽度要介護者の重度化防止、自立支援のために、地域活動への参加など多
様なサービスの活用を図ります。

特定非営利活動法人　はりま総合福祉評価センター
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した特徴的
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次のステッ
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気づきや期
待したい点

①
認知症サポーターが地域で活躍できる機会の充実を図る。認知症の人本人
が、自身の希望や必要としていること等を本人同士で語り合う場を設置する。

認知症になるのを遅らせるための取り組み

②

認知症になっても地域で暮らし続けるための取り組み
③

評
　
価
　
調
　
査
　
者
　
記
　
入
　
欄

「認知症サロン」には、認知症担当を中心に定期的に訪問して世話係のお話を聞
き、必要なところを支援されたり、認知症の早期発見・早期対応に努めておられま
す。介護者が日頃抱えている悩みや不安を話し合える場として、「介護者のつどい」
を東市民センターで年4回開催されるとともに、民生委員から認知症の研修依頼が
あったときは、「認知症ケアパス」よりも深い内容をパワーポイントで作成し研修を実
施されています。また、「成年後見制度」や社会福祉協議会が行っている「日常生活
自立支援事業」につないでいく取り組みも行われています。

「認知症サポーター養成講座」など、小中学生や若い世代にも認知症への理
解を広げ、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続ける共生
社会の実現への取り組みが期待されます。また、高齢者が身近に通える場
「いきいき百歳体操」や「認知症サロン」などの拡充も期待されます。

高齢者が身近に通える場等の拡充。通いの場を活用し、認知機能低下がある
人や、認知症の人に対して、早期発見・早期対応が行えるよう、医療機関とも連
携した支援体制の整備。

評価項目・着眼点

基本目標４：認知症とともに暮らす地域の実現

認知症にやさしい地域づくり

認知症の類型や進行段階、生活環境に応じた適時・適切な医療・介護に提供
が出来るようになる。

セ
　
ン
　
タ
　
ー
　
記
　
入
　
欄

①認知症サロンやいきいき百歳体操等の通いの場で、認知症になっても安
心して参加できるよう、認知症サポーターの必要性を伝えている。
②圏域内の医療機関とは、広報誌設置の際等に顔を合わせる機会をもち、
連携強化を図っている。認知症サロンやいきいき百歳体操での出前講座、
介護予防教室で認知症についての講義を行い、早期発見と早期対応の大
切さを伝えている。
③認知症についての相談では、認知症ケアパスを積極的に活用する。

・認知症サポーター養成講座を受講していても、認知症サポーターとしての
活動というところに結びつかないことが多い。
・通いの場グループによって、認知症の方でも周りのサポートがあり参加を
継続できている所と、参加の継続が難しくなっている所がある。
・山間部等では、身近な所に通える場がない地区がある。
・自身で認知機能低下の自覚がなく、受診拒否や車の運転を続けて家族や
地域などの周りが困っている事例が増えている。

・認知症に対する正しい理解と対応を広めていけるよう、地域での認知症に
関する講座の開催や、認知症サポーター養成講座の開催を働きかけてい
く。
・身近に通いの場がない地区への、認知症サロンやいきいき百歳体操等の
立ち上げについて働きかける。
・医療機関と情報共有し、連携を密に協力しながら、本人や家族への意識づ
けを行う。

認知症は誰もがなりうるものであり、認知症になっても、住み慣れた地域の中で尊
厳が守られ、自分らしく暮らし続けることができる共生社会を目指します。また、認
知症の発症を遅らせることができる可能性が示唆されていることを踏まえ、予防（認
知症になるのを遅らせる。認知症になっても進行を緩やかにする）に関する取り組
みを推進します。

特定非営利活動法人　はりま総合福祉評価センター


